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概要 地方自治体を取り巻く経済状況は非常に厳しい。この現状に対応するため、地方自治体の情報
システムに関するコスト削減及び業務手順の見直しを本論文の目的とする。 
 近年、情報機器の高性能化と低廉化が同時に実現され、地方自治体の業務用情報システムも高度な
構成となった。しかし、情報システムの運用に必要とされる人員・費用・処理時間に関し、旧来のシ
ステム構成に対する明確な改善が確認できないという課題が存在している。 
 上記課題の解決のため、Ａ市における情報システムの変遷と、新たな選択肢として台頭が著しい「自
治体クラウド」の実現性を研究の焦点と定めた。研究過程で税システムの一部である固定資産税課税
システムが情報システム効率化の障壁となっていることが判明し、その原因究明と解決策の提案を行
った。 
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1. はじめに 
 本論文のテーマは、人口規模が概ね 10 万人程度
までの中小規模の地方自治体で業務に使用される
情報システムの改善とする。 
 研究対象を中小規模の地方自治体に絞った理由
は次の 2点である。1点目は中小規模の地方自治
体は、政令指定都市や中核市に代表される大規模
地方自治体が用いるような、独自の情報システム
を運用する必要性が低く、またそのような情報シ
ステムを運用する人材も予算も無いという理由で
ある。2点目は、中小規模の地方自治体が国内の
総人口に占める割合は約 1/3 と少ないが、地方自
治体数の 3/4 以上が中小規模であるため、研究成
果の波及効果が大きいという理由である。また本
論文の事例として用いた奈良県内のある市役所
（以降、本論文中では「Ａ市」と記述する）も中
小規模の地方自治体である。 
 なお、以降の本論文中では中小規模の市町村を
「自治体」と記述し、それ以外の自治体は「都道
府県」・「総務省」のように個別に記述する。 
 本論文では、研究対象である自治体情報システ
ムの中から、住民情報系システムに分類される 
固定資産税課税システムに着目し、同システムを 
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自治体クラウドに代表される自治体間で共同利用
する形態の情報システムに対応させ、クラウド化
によるメリットを享受できるよう改善することに
研究の焦点を絞った。 
 まず 2章では自治体で業務に使用されている一
般的な情報システムの分類と解説を行い、3章で
は前章で述べた既存システムに対する改善手法に
ついて論じる。これら 2つの章ではＡ市等の奈良
県内の自治体で使用されている情報システムとそ
の変遷を事例として用いた。次に 4章では自治体
クラウドの説明を行う。前半では国が提唱する自
治体クラウドによるシステム共通化の概要説明と、
その実現に向けた都道府県の動向を伝え、後半で
は自治体クラウドのメリットとデメリットを説明
する。さらに 5章では自治体クラウドに代表され
る自治体情報システムの共通化と、自治体の様々
な業務についての相性を考察する。6章では、5
章で明らかにした固定資産税課税システムを共通
化する際の課題を分析し、7章では前章で挙げた
課題の解決を提案する。また 8章では、7章での
提案が他の自治体情報システムの改善に適用でき
る可能性について考察した。 
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 2. 自治体における情報システムの分類と解説 
 本章では大阪市とＡ市を例として、前半で自治
体の業務に用いられる情報システムについて用途
別に分類し解説を行い、後半では一般的な自治体
情報システムの変遷について述べる。 
 
2.1.1 大阪市おける情報システムの分類 
 大阪市で業務に用いられる情報システムは「IT
改革から IT 適正利用への移行について」1に記載
される通り、表 2-1 の 4 種類に大別される。これ
らの情報システムは平成 19 年度に策定された「大
阪市 IT 改革実施基本計画」に基づき整理統合や再
構築が進められ、大阪市における情報システムは
計画策定当初の約 250 種類から現在 150 種類未満
まで減少している 
 
表 2-1 大阪市の情報システム概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
サーが登載されている。ヌンチャクに関しては、
WiiRemote の拡張スロットに接続することにより
Bluetooth での通信が可能となっている。モーシ
ョンセンサーと CMOS センサーなどを組み合わせ
ることによって様々な実験・研究が可能と考える。
実際に、WiiRemote のモーションセンサーを活用 
 
2.1.2 Ａ市おける情報システムの分類 
 Ａ市で業務に用いられる情報システムは表 2-2
のとおり分類される。なお、同表の内製化済シス
テムとは、ITベンダー製情報システムや紙媒体の
ままで運用されていた業務を、自治体職員が
Microsoft Access 等で作成したシステムに移行し
たものである。 
 
表 2-2 Ａ市の情報システム一覧 
 ベンダー製システム 
住民情報
システム 
住民記録, 外国人登録, 戸籍, 印鑑登録, 
証明書コンビニ交付, 住民登録外管理, 収
税, 口座登録, 未納管理, 口座振替・コン
ビニ収納, 法人市民税, 住民税, 軽自動
車税, 固定資産税, eL-tax/国税連携, 家
屋図形評価, 課税資料ファイリング, 固定
資産地図情報, 概要調書作成, 健康管理, 
国民健康保険, 後期高齢者医療, 国民年
金, 老人保健, レセプト管理, 介護保険, 
生活保護,障害者自立支援, 障害者支援, 
児童扶養手当, 子ども手当, 保育, 厚生労
働行政総合情報, 選挙管理, 幼稚園, 学
齢簿, 学校情報共有 
情報提供
システム 
広報誌配送, 安否情報確認, 緊急情報, 
防災行政通信, ホームページ更新, 全国
消費生活情報ネット, 会議録検索, 図書
館, 電子図書サービス, 火災予防情報 
内部事務
システム 
人事・給与, 勤務情報, 公文書管理, 例規
集管理, 備品管理, 電子メール, Proxy, 修
正プログラム自動配信, 操作ログ収集, 住
民情報基幹システム管理, グループウェア, 
予算編成, 決算統計書, 起債管理, 予算
執行管理, 財務会計, 会計経理, 支払予
定確認, 決算書 
まち作り 
支援/ 
都市基盤
管理 
システム 
全庁型GIS, 土木積算, 建築確認, 開発図
書管理, 生産緑地地区管理, 農地情報管
理, 水田情報管理, 森林情報, 風向風速
情報, し尿処理, 水道料金・会計, 下水道
受益者負担金管理, 給食管理, 消防指令
センター 
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  内製化済システム 
住民情報 
システム 
住居表示, 事業証明発行, 特別土地保有
税台帳, 還付処理, 分割納付処理, 特定
健診受診, 敬老金, 農業委員会選挙管理, 
就学援助費支給 
情報提供 
システム 
自主学習グループ支援 
内部事務 
システム 
行政実施計画, 国勢調査, 個人情報取扱
事務目録, 公有財産管理, 入札, 地方財
政分析, 光熱水費管理 
まち作り 
支援/ 
都市基盤
管理 
システム 
融資管理, 大型ごみ受付, 飼い犬管理, 
空き地管理, 市営住宅管理, 屋外広告物
管理理, 水田情報管理, 森林情報, 風向
風速情報, し尿処理, 水道料金・会計, 下
水道受益者負担金管理, 給食管理, 消防
指令センター 
 
2.2 自治体情報システムの分類別説明 
 前項のとおり地方自治体の情報システムは、大
阪市とＡ市のように人口規模が異なっていても、
同じような形で用途別に 4 種類に分類することが
できる。 
そこで、これら 4 種類の情報システムの目的や
業務内容を解説する。なお、本文中で以降におけ
る情報システムの大分類は、Ａ市の「住民情報シ
ステム・情報提供システム・内部事務システム・
まち作り支援/都市基盤管理システム」を用いる。 
 
2.2.1 住民情報システム 
 住民情報システムは、住民記録や戸籍、選挙、
税、国民健康保険に代表される、住民の権利行使
及び義務遂行等のために、住民の個人情報を多用
して自治体が主として法定業務を行うための情報
システムである。 
 
2.2.2 情報提供システム 
 情報提供システムは、ホームページや公共施設
の予約状況確認、図書館の蔵書検索等、住民生活
をより豊かにするために自治体に関する情報を提
供するための情報システムである。情報提供シス
テムにはインターネット経由の情報提供だけでな
く、目の不自由な住民のために広報誌に掲載され
ている内容を電話で再生するシステムや、希望者
に FAX で自治体のイベント情報を自動配信するシ
ステム等も含まれる。 
2.2.3 内部事務システム 
 内部事務システムは、民間企業においては企画
部署や総務部署が担当する組織の内部処理のため
の情報システムのことで、予算や決算に代表され
る財務会計、人事・給与、公文書管理や公有財産
管理等がこの情報システムに分類される。 
 
2.2.4 まち作り支援/都市基盤管理システム 
 まち作り支援/都市基盤管理システムは、土木積
算や建築確認、生産緑地地区管理等のまち作りを
計画的に推進するための情報システムと、上下水
道管理や消防通信指令といった既存の設備や建造
物を維持するために自治体行政をインフラ管理の
視点から支える情報システムとの総称である。現
在、この分野の各種情報システムの運用には自治
体の GIS（地理情報システム）との連携が不可欠
となっている。 
 
2.3 自治体情報システムの変遷 
 近畿圏の自治体における情報システムの変遷は
概ね次の通りである。 
 まず、昭和 50 年頃までに汎用機や外部委託によ
る税システムのバッチ処理を契機に業務電算化が
始まった。昭和末期には現在の住民情報システム
に分類される各システムや上下水道システムの電
算化がそれぞれ独立した情報システムとして完了
した。 
 次に、平成 5 年頃には各種内部事務システムが
個別システムとして確立されると共に、住民情報
システムの各業務が連携動作できるようになり、
ある住民情報系業務の処理が他の住民情報系業務
に即時に反映できるようになった。 
 それ以降、各情報システムがオープン化の名の
下に従来の汎用機を用いたシステム構成からクラ
イアント/サーバ方式へ再構築される流れが加速
していった。この流れと同時期に、テレトピア計
画等の国の電子自治体推進施策による補助金を用
いて、庁舎内のイントラネット設備が老朽化した
同軸ケーブルから現行の LAN ケーブルや光回線に
改修され、まち作り支援/都市基盤管理システムに
多い、ネットワークに大容量データが流れ大きな
負荷を与える情報システムが部門単位で導入され
るようになった。また、ホームページを開設する
自治体が増えたのもこの時期である。 
 その後も既存の情報システムを更新する際、そ
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 の時点の最新技術で再構築し、関連システムと連
携稼働させることが繰り返された。 
 さらに平成13年に政府はIT戦略本部を設置し、
我が国を5年以内に世界最先端のIT国家にするこ
とを目指した「e-Japan 戦略」、平成 15 年に発表
された「e-Japan 戦略 II」や「IT 新改革戦略」等、
国が情報インフラ整備を積極的に推進するための
施策が継続して策定され、それら施策には電子自
治体の推進が含まれており、省庁間を専用ネット
ワークで接続する霞ヶ関 WAN や、霞ヶ関 WAN と都
道府県及び市町村を接続する LGWAN が構築される
に至った。 
 Ａ市における情報システムの変遷も概ね同じで
あり、近年では平成 18 年度に全庁型 GIS の再構築
と住民情報システムの更新が実施された。当時導
入された住民情報システムには個人情報保護の観
点からシンクライアント方式が採用されたが、直
近の住民情報システム更新ではコスト削減のため
ウェブブラウザをクライアントとして用いるパッ
ケージシステムに最小限のカスタマイズを施した
状態で導入し現在に至る。 
 
3. 既存情報システムの問題点と改善手法 
 前章で述べた自治体情報システムの変遷では、
既存の業務手順に変更を加えずに最新の機器に更
新し続けた場合が多い。そのため汎用機が最新鋭
のサーバに置き換わる等で処理能力や保存容量が
大幅に向上した割には、業務の効率化や情報シス
テム全体のライフサイクルコスト削減が十分に進
展したとは言い難い。 
 その間にパソコン等の情報機器のコモディティ
化が進み、情報システムの専門職でない原課（本
論文中では自治体内で情報システム管理課でない、
情報システムを活用して業務を遂行する現場とす
る）職員の IT スキルが向上し、原課職員による悪
意の無い個人情報の漏洩が複数の自治体で発生し
て社会問題となった。 
 これらの既存情報システムに内在する問題の改
善策として次の 3 つが挙げられるが、その実現は
道半ばである。 
 
3.1 原課職員の理解と協力 
 阿部・松村・松本による先行研究 「自治体の情
報システム導入における要求仕様の 
 定義テストの重要性認識」2にもあるように、
様々な情報システムの見直しには、情報システム
管理課の努力だけでなく、原課職員の理解と協力
が必要である。 
 情報システム更新時には、新システムの動作検
証作業に原課職員の協力が重要なのは当然であり、
さらに原課職員のみが把握している業務ごとの重
要度等、ノウハウの蓄積を業務手順の見直しに反
映できるかどうかが、新システムで本当に必要な
機能の見極めや使い勝手の善し悪しを左右する。 
 また、原課における IT リテラシーの向上と
Office suite の普及により、従来は情報システム
管理課や IT ベンダーが管理していた業務システ
ムの内、構造が比較的簡易なものを Microsoft 
Access 等に移行し、原課で管理運用する「情報シ
ステムの内製化」にも原課職員の協力は不可欠で
ある。なおＡ市では、表 2-2 の中で内製化済シス
テムに分類されているものが、本改善策の成功例
に該当する。 
 
3.2 高コスト体制からの脱却 
 本章の冒頭に述べたとおり、情報システムの更
新時に新システムを従来の業務手順に合わせるた
めにカスタマイズすることは、コストの問題だけ
でなくカスタマイズの漏れ落ち等による不具合の
発生の原因となり、さらに次回の情報システム移
行時にもカスタマイズ費用が発生する事態に繋が
る。また、これまで住民記録システム等のトラブ
ルによる停止が許されない業務システムでは、随
意契約で同一業者製のものが採用され続けられた
事例が多く、情報システムの価格決定に競争原理
が働かない事態がしばしば発生した。しかし、財
政難と契約の透明化が求められる現在の社会通念
上、従来と異なるベンダーから適正な価格で適切
な情報システムが提案された場合、それを拒否す
ることは非常に困難となりつつある。 
 これらの対策として、吉田・松永・島田による
「地方自治体におけるライフサイクルを取り入れ
た情報システムの IT 投資効果モデル」3に記され
ているように、パッケージシステムを最小限のカ
スタマイズを施した状態で導入することが重要で
ある。そのためには適切な情報システム調達ガイ
ドラインの策定等、業務に必要な機能を取り纏め
て情報システム全体の仕様を策定する制度の確立
が必要とされる。 
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 3.3 IT 人材育成環境の整備 
 自治体職員の削減が続く中、現在も多くの自治
体で 3～5 年ごとの頻繁な人事異動が発令されて
いる。情報システム管理課での勤務がこのような
短期間では、前述した適切な情報システム調達ガ
イドラインを策定できるような専門性の高い情報
システム専任職員の育成は困難であり、現状では
情報システム管理課における組織としての技術力
やノウハウの蓄積は減衰する一方である。 
 また近年、原課が情報システム管理課に求める
能力は、従来の業務用ソフトウェアを直接作成す
る能力から、仕様書作成や見積書の精査、業務シ
ステムの移行プロジェクトを管理する能力といっ
たソフトウェア開発の上流工程へ移っている。 
 これらの状況を改善するには、IT 人材の育成環
境を整備するために人事制度の改革を行う必要が
ある。例えば、ある業務システムの開発に関わっ
た情報システム管理課の中堅職員が、原課に異動
した後に管理職として情報システム管理課に戻る
ことができるといったキャリアパスの構築が挙げ
られる。 
 
4. 自治体クラウドによる情報システム共同化 
 2 章で述べた既存の情報システムに加え、クラ
ウドコンピューティング技術を用いた「自治体ク
ラウド」が、新たな自治体情報システムの構築形
態として脚光を浴びている。 
 クラウドコンピューティングの定義は一義的で
はないが、本論文では「ネットワークを含めたコ
ンピュータ資源を共有し、必要な時に必要な量の
コンピュータ資源を共同利用できる情報システム
に関する技術」をクラウド技術と定義する。 
 このクラウド技術を用いた自治体情報システム
が自治体クラウドと呼ばれている。 
 クラウド技術は、ハードウェアとソフトウェア
を共通化して共同利用する範囲と、共用する組織
によって分類することができる。表4-1及び表4-2
は、LASDEC（財団法人地方自治情報センター）の
「今後の電子自治体推進のあり方」4の記述に基
づいてクラウド技術を分類したものである。自治
体クラウドでは、都道府県単位で同一の情報シス
テムを複数の自治体が共同利用することから、
LGWAN 上に SaaS(Software as a Service)形式のコ
ミュニティクラウドを構築することが適している。 
 
表 4-1 システム構成の共同利用範囲による 
クラウド技術の分類 
 SaaS 
(Software as 
a Service) 
PaaS 
(Platform as 
a Service) 
IaaS 
(Infrastructure 
as a Service) 
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
共同利用 利用者が準備 
OS･ 
ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ 
共同利用 利用者が準備
ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･
ﾈｯﾄﾜｰｸ 
共同利用 
 
表 4-2 同一システムを利用できる組織範囲による 
クラウド技術の分類 
利用形態名 システムを利用する組織 
プライベートクラウド 単一組織 
コミュニティクラウド 特定の複数組織 
パブリッククラウド 不特定多数 
ハイブリッドクラウド 
状況により利用できる 
組織範囲を変更 
 
4.1 国の動向 
IT 戦略本部の「新たな情報通信技術戦略 工程
表」5で示されているように、総務省は平成 27 年
度の自治体クラウド全国導入を目指し、これまで
に「自治体クラウド導入の全国展開に向けた説明
会」6資料に示された方式で自治体クラウドの実
証事業を実施している。 
 
4.2 奈良県内の動向 
 Ａ市が在る奈良県内においても「第 8回奈良県･
市町村長サミット」7で記されるように、LASDEC
の平成 22 年度自治体クラウド・共同アウトソーシ
ング移行促進事業により「奈良県基幹システム共
同化検討会」が発足し、近畿圏では京都府の「ブ
ロードバンドを活用した行政システム共同化の取
組み」8に続き、平成 23年度から県内の 2市 4町
による、住民情報システムを自治体クラウドに移
行する実証事業が開始された。 
 この実証事業ではNEC製の前述したSaaS形式の
コミュニティクラウドを採用し、データセンター
は県の施設が用いられる。システムが構築される
ネットワークには県内の LGWAN を包含する自治体
間回線「大和路情報ハイウェイ」9が用いられる。
大和路情報ハイウェイは県内自治体間を二重の光
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 回線で接続したもので、VOD(Video On Demand)の
実証実験を問題なく終えた実績等から、人口 10
万人未満の自治体のみで行なわれる今回の実証事
業に十分に対応可能な帯域を備えていると判断さ
れた。 
なお、Ａ市は平成 22 年度に住民情報システムの
更新を終えた直後であるため、今回の自治体クラ
ウド実証事業への参加は見送っている。 
 また、奈良県内ではペットの躾教室の受付や公
共施設の使用予約等、法定外業務の電子申請にク
ラウド化された業務システムを既に共同利用して
おり、そのデータセンターには県が直接管理する
施設と民間設備を LGWAN に繋ぐ LGWAN-ASP が個人
情報の重要度に応じて使い分けられている。 
 
4.3 自治体クラウドのメリット 
 自治体クラウドの導入による情報システムの共
通化には様々なメリットがある。現在、奈良県内
で実施されている住民情報システムの自治体クラ
ウド化実証事業で期待されているメリットは次の
４点である。 
 1 点目は LASDEC の「共同アウトソーシング導入
の手引き」10にあるように、複数の自治体で同一
システムを共同利用することにより、機器や帳票
の大量一括発注によるスケールメリットや法改正
等によるプログラム修正費用の割り勘効果、IT ベ
ンダーに対し複数の自治体で団体交渉を行うこと
ができるといったコスト削減が見込まれることで
ある。 
 2 点目は複数の自治体で住民情報システムを共
通化することによる実務面のメリットである。具
体的には、自治体間で同じシステムのノウハウを
共有したり、原課職員同士がシステム活用に関す
る相談を行ったりできる点である。 
 3 点目は住民情報システムのサーバを都道府県
のデータセンターに設置することで、情報セキュ
リティを高められる点である。多くの自治体庁舎
は建築されて数十年が経過して老朽化し耐震基準
を満たしておらず、もし地震や津波といった自然
災害が庁舎を直撃した場合、住民情報システムの
全データが失われる可能性がある。また、耐震改
修の予算は本庁舎ではなく小中学校といった教育
施設に優先的に配分されるため、自治体庁舎の強
度不足は当分の間継続する。 
 さらに、庁舎内サーバ室の空調や電源が多重化
されていない自治体や住民記録システムのサーバ
が原課に設置されている自治体がある現状を鑑み
れば、戸籍データ等の庁舎外に保存することが法
律で禁止されているデータを除いて、重要な個人
情報を多数含む住民情報システムのデータ保存先
を強固な都道府県のデータセンターとすることは、
個人情報喪失と個人情報漏洩の両方の対策となる。 
 ４点目は、都道府県単位での情報システムの共
通化は、業務手順を見直しする絶好の機会となる
点である。単独の自治体が業務手順の見直しを行
う場合、原課職員の反対により頓挫することが多
いが、都道府県と各自治体首長が同時に自治体ク
ラウドを導入する強い意向を示し、さらに周辺自
治体も自治体クラウドを導入するとなれば、単独
自治体で業務手順を見直す場合よりも原課職員の
反対は少なくなる。 
 
4.4 自治体クラウドのデメリット 
 奈良県内で自治体クラウド実証事業を始める際、
奈良県基幹システム共同化検討会でデメリットと
して次の２点が懸念された。 
 1 点目は自治体クラウドで用意されている住民
情報システムは、業務によっては現行のシステム
より機能が劣る上、大幅なカスタマイズが行えな
いため業務が滞る可能性があることである。2 点
目は、帳票の大量一括処理等によるコスト削減を
実現するために、他の自治体と足並みを揃えた行
動が求められシステム運用の自由度が落ち、原課
職員が業務手順変更のために苦労を強いられるこ
とである。 
 これらのデメリットは自治体クラウドへの移行
時の課題として捉えられるが、自治体クラウドに
対する情報不足や、カスタマイズが制約されるこ
とに対する不安に起因している場合が多く、月刊
LASDEC「CIO の視点」1112で複数の都道府県 CIO
補佐官が述べているように、視点を変えれば都道
府県単位で一斉に自治体業務手順を効率的なもの
に再構築する好機と捉えることもできる。 
 
5. 自治体クラウドと自治体業務との相性 
 前章のクラウド化の特性を考慮すると、自治体
業務ごとに自治体クラウドとの相性が異なるため、
情報システム共同化におけるメリット享受の度合
いが異なることが推測される。 
 自治体クラウドにおける最大のメリットは、共
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 通化した情報システムを自治体間で共同利用でき
ることである。そのため、自治体ごとに必要性や
業務規模が大きく異なる業務や、地域の独自性を
生かした業務に用いられる情報システムは、自治
体クラウドとの相性が良いとは言えない。これら
の業務として、し尿くみ取りや公営住宅管理、文
化財管理といった業務が挙げられる。 
また、人事・給与や予算といった自治体ごとに
異なる組織構成に直結し、他の自治体と業務手順
を共通化するメリットが乏しく、また共通化にあ
たり条例と規則を大規模に変更する必要がある業
務も自治体クラウドとの相性が良いとは判断でき
ない。 
逆に、自治体クラウドと相性が良い自治体業務
は次の 2種類が挙げられる。 
1 種類目は、防災行政通信や安否情報確認、消
防指令といった災害発生時等に活用される緊急時
向けの業務である。強固な構造のデータセンター
と自治体庁舎に正副２つのシステムを設置するこ
とで、災害発生時に稼働率の高いシステムの下で
自治体間の連携を保ちながら復旧作業を遂行でき
るためである。 
2 種類目の自治体クラウドと相性の良い業務は、
住民情報システムの中でも特に、法定業務であり
頻繁な法改正の度に全自治体でプログラムの修正
が必要となる税業務や社会保障業務である。これ
らの業務は地方税法等の法律の基づいた業務であ
るため自治体ごとの業務手順に差異が少なく、自
治体クラウド上の共通システムを最低限のカスタ
マイズで導入することが可能である。また導入費
用だけでなく、自治体の負担となっている頻繁な
法改正によるシステム改修費用も、割り勘効果に
よるコスト削減を見込むことができる。 
 住民情報システムの共通化は、コスト削減だけ
でなく自治体の法定業務の均質化を可能とする。
例えば住民が別の自治体に移り住んだ時に業務手
順が均質化されていれば、自治体ごとに転入出手
続きの手順が異なるために住民が戸惑うという事
例が減少する。これは自治体によって差がある市
民サービス品質の底上げにも繋がる。 
 しかし、こういった共通化のメリットが大きく、
自治体クラウドへの移行も順調に行われると予測
された住民情報システムの中でも固定資産税課税
システムは、実際に実証事業に携わった IT ベンダ
ー・システム管理課・原課のそれぞれ 3 者から共
通化が困難であると判断された。 
 
6. 固定資産税課税システム共同化に関する考察 
 固定資産税は土地・家屋・償却資産の所有者に
課税される市町村税であり、その課税根拠は地方
税法に基づき、評価の実務的な基準として総務大
臣が固定資産評価基準を示すことが地方税法第
388 条に規定されている。 
 また、都市計画区域内の市街化区域に存在する
土地及び家屋の所有者に対しては、固定資産税に
準ずる基準で都市計画税も課税される。 
 図 6-1 に示すように、固定資産税を課税する大
まかな流れは次の通りである 
 
 
 
 
 
 
 
6.1 固定資産税課税制度の概要 
 
図 6-1: 固定資産税課税の概要 
 
 まず、課税客体である土地・家屋・償却資産に
ついて前年度からの異動を把握する。例えば台地
を切り開いて住宅地開発が行われた場合、土地の
造成と精密な測量により土地の課税地目と課税地
積が変更され、新築家屋に対しては新たに評価が
行われる。また新たに開業した店舗に対しては、
土地と家屋を除いた営業に必要な償却資産に対し
ても新規課税される。 
 これらの課税客体の異動は、地方税法第 382 条
第 1 項及び第 2 項に基づき法務局から受領する登
記事項の税務通知や、自治体職員または委託業者
による地域の巡回、所有者からの申告により把握
されている。 
 さらに、近年では年度別に撮影された航空写真
を GIS（地理情報システム）上で突合させること
により、農地が別目的に転用される等の地目変更
や、法務局に登記されていない家屋の新築・滅失
を発見するといった従来の手法では発見しづらい
異動を把握することが盛んに行われている。この
GIS を用いた課税漏れ防止策は、導入当初は新規
に発見する課税客体が多いために現地調査担当職
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 員の負担が大きいが、継続することにより課税漏
れ件数が減少し、課税の公平性と安定した税収を
支える手段として多くの自治体で導入が進んでい
る。このシステムが普及した背景として、デジタ
ル撮影技術の進歩と低コスト化及び大容量の画像
データを高速に処理できるコンピュータの低廉化
が大きく寄与している。 
 
6.2 固定資産税課税システムの共通化及び 
共同利用に関する３つの課題 
 前章で固定資産税課税システムの共通化が困難
と判断された理由は下の 3点である。 
 
6.2.1 実務手順の不統一 
 固定資産税の課税は、6.1 で述べた通り地方税
法及び同法で規定された固定資産税評価基準に基
づいた自治体の法定業務である。 
 しかし、固定資産評価基準には骨子のみが記載
され評価手法は自治体に委ねられる項目が多いた
め、実務手順は自治体により大きく異なる。現地
調査を例に挙げれば、地方税法第 408 条にあるよ
うな、課税客体の現況を毎年最低 1 回は実地確認
することは課税部署の人員体制上は物理的に不可
能である。そのため、実際には 6.1 で述べたよう
な、前年度から異動があった土地・家屋・償却資
産のみが現地調査対象となる。 
 さらに自治体ごとの事情により現地調査の対象
がより絞り込まれる場合がある。例えば、法務局
からの地図訂正登記通知が軽易な内容であれば土
地の現地調査を省略する自治体がある。家屋の現
地調査では、異動のあった全棟を現地調査する自
治体と、居宅・店舗などの種類別に代表的な家屋
のみを調査し、他の異動があった家屋は現地調査
を省き、調査済物件との比較による比準評価で済
ませる自治体とに分かれる。また、家屋調査を実
施しない自治体や、家屋調査を実施している自治
体が諸事情により例外的に比準評価を行う場合の
比準評価基準も自治体により異なっている。償却
資産に至っては現地調査を実施する自治体は少数
派であり、大半の自治体は所有者からの申告書に
基づいた課税のみを実施している。 
 また、現地調査時の調査票に標準規格が存在し
ないため、自治体ごとに調査の重点が異なる調査
票が作成されている。現地調査の結果、固定資産
評価基準で土地や家屋が減価の対象となる場合で
も、減価補正率を対象物件全体に乗じる自治体と、
1 つの物件を減価箇所と減価対象外箇所に分けて
評価を行う自治体とに分かれている。 
 前述の現地調査に基づいて評価額や課税標準
額・税額を決定する数式は、どの段階で 1 円未満
を処理するか、その処理は四捨五入か切り捨てか
といった基準が自治体ごとに異なったり、固定資
産税路線価の有効桁数の決め方が一律上位 3 桁で
あったり、7 万円未満は上位 3 桁、それ以上は上
位 2桁と定めるといった違いが存在したりする。 
 また、土地の税額は現年度の評価額だけでなく、
前年度との比較により決定される。その課税計算
の起点を、現在の評価方式の原形が整った昭和 38
年度と、評価額の目安を国土庁（現在の国土交通
省）が示す地価公示価格の７割と定めた平成６年
度（計算上はその前の平成３年度も必要）のどち
らに定めるかも自治体ごとに異なっている。 
 このように、課税の均衡は各自治体内では保た
れていても、自治体間における課税の均衡は十分
に保たれているとは言い難い。そのため、自治体
間の境界にまたがって建築されたマンション等の
区分所有建物や大型店舗に対する１㎡あたりの課
税額が自治体ごとに異なってしまう問題が生じて
いる。 
 これらの実務手順の差異を解消しない限り、共
通化されたソフトウェアに最低限のカスタマイズ
のみを適用して業務を遂行することは困難である。
評価の実務手順を統一化する声は高まっているが、
現行の評価手順を廃止して近隣自治体の評価手順
に合わせる自治体は少ない。 
 
6.2.2 データ構造の不統一 
 IT ベンダーからは、固定資産税課税システムの
データ構造が、複雑かつ自治体ごとに大きく異な
ることがシステム共通化の障壁となっているとい
う意見が目立った。 
 土地データに関しては、地番、地目についての
管理が大きく異なる。 
まず、地番表記では法務局の登記事項と同等の「番
地」までデータを保持させるか「－」のみを保持
するかといった違いや合併地番のデータ保持方法、
マンション等区分所有建物の敷地データの管理方
法に違いがある。また、地番に世界測地系座標や
住居表示を連動させて防災業務に活用している先
進的な自治体のデータ構成はより複雑である。 
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  また、地目についての管理方法は課税地目を補
正内容でなく地目自体の細分化（例：雑種地を、
雑種地（良）、雑種地（並）と分類する）で対処し
ているかどうかの違いや、一筆内を使用形態ごと
に課税地目を分ける、いわゆる課税分割のデータ
の表現方法に違いが存在する。 
 家屋においても異動があった家屋の現地調査結
果に基づき、住民情報システムの基幹部から独立
した家屋図形評価ソフトウェアで再建築費評点数
を算出し、算出結果のみを基幹システムに取り込
むことが多いが、取り込み先の基幹システムごと
に専用のデータ変換ソフトウェアが別途必要とな
る。 
 さらに、固定資産税は他の税目と異なり、納税
義務者に共有者の概念が存在する。例えば土地一
筆の所有者や納税義務者が、親子や夫婦に代表さ
れる複数の人間や法人から構成されることがある。 
地方税法では第 10 条の 2に「共有物は全ての納税
義務者が等しく連帯納税義務を負う」と規定され
ているが、この条文は自治体ごとに次の 3 種類の
異なる手法で実務へ反映されている。1 つ目は、
共有者全員に全額分の納税通知書を送付する手法
である。2 つ目は共有代表者を決定して代表者に
納税通知書を送付し、他の共有者には共有してい
る通知のみを送付する手法である。3 つ目は、代
表者に納税通知書を送付し共有者には何も通知し
ない手法である。 
 この 3 つの手法はそれぞれデータ構造が異なり、
多くの自治体でシステム更新時のデータ変換作業
でトラブルを引き起こしている。 
 
6.2.3 評価機材の不統一 
 固定資産の評価額算定には様々な評価機材が用
いられている。これらの評価機材が多くの自治体
で住民情報システムの基幹部である固定資産税課
税システムとは別構成となっており、評価機材に
よって算定された評価額等を固定資産税課税シス
テムに取り込んで課税処理を実施している。 
 評価機材は土地測量図や地番参考図、航空写真、
建物図面に基づいた家屋図形評価システム、評価
計算の過程を記録した評価調書といった、電算シ
ステム・マイラー図面・紙媒体が混在しており、
その活用方法や重要視される評価機材は自治体に
よって異なる。 
 近年では前述した機材の多くを GIS 上に統合し、
上下水道や建築確認のレイヤーと突合させて評価
の効率化を進めている自治体も多いが、自治体ご
とに航空写真や図面精度及びその更新頻度が異な
り、また GIS 自身に対しても過去のシステムに操
作性を近付けるためのカスタマイズが施されるこ
とが多く、結果として GIS 導入済みの自治体間で
も評価精度に差異が生じている。 
 
7. 固定資産税システム共同化への課題に対す
る解決策の提案 
 前章で示した固定資産税課税システムの共通化
及び共同利用に関する３つの課題に対し、Ａ市に
おける直近の住民情報システムの再構築を参考事
例として解決策を提案する。 
 
7.1 Ａ市における住民情報システムの更新 
 Ａ市では平成 22 年末から平成 23 年第 1 四半期
にかけて住民情報システムの再構築が行われた。
その際、シンクライアント方式からウェブブラウ
ザをクライアントとする方式の情報システムに変
更された。それまでＡ市の住民情報システムは、
情報システムの構成が汎用機からクライアントサ
ーバ方式、そしてシンクライアント方式へと情報
技術の変遷に合わせて、その時点で最適と判断さ
れる構成で更新されてきた。しかし、操作手順や
画面遷移、市民へ送付する帳票に至るまで、その
時々のシステム上で従来のものを可能な限り再現
するために多大なカスタマイズ費用を要してきた。 
 今回の住民情報システム更新では、使い勝手を
犠牲にしてでもコスト削減を行うという、首長の
強い方針表明の下で、IT ベンダー製のパッケージ
システムをできるだけカスタマイズを行わずに導
入した。 
 その際、データ構成やシステムをパッケージシ
ステムに合わせるために、移行準備にこれまでの
情報システム更新作業ではあり得ない程の時間と
労力が割かれた。移行準備では、情報システム管
理課・原課・IT ベンダーの協業による業務手順の
再構築が負担となった。しかし、その成果は大き
なものであり、２重に実施されていた業務や不要
な業務の洗い出し、実施時期が固定されていた定
型業務の実施時期の柔軟化を実現した。また並行
して比較的簡易な事務処理は原課職員による
Office Suite 等を用いた内製化も多数実施できた。 
 さらに、クライアント PC に必要なソフトウェア
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 がウェブブラウザのみとなったことで、VPN の設
定追加等によるセキュリティ設定の更新が必要と
なったものの、ウェブブラウザ上で稼動する他業
務システム用のクライアント PC が住民情報シス
テム用 PC として共用可能となり、コスト削減と同
時に老朽化が進む庁舎電力設備への負担軽減も実
現された。 
 次に、今回の住民記録システム更新についてＡ
市と契約している IT ベンダーの固定資産税課税
システム担当者から得た感想と意見を次に記す。 
 Ａ市の 20 年近くに渡り独自拡張された固定資
産税課税システムのデータ構造を既存のパッケー
ジシステムへ移行させるため、社内で 10年以上前
の仕様書を探して拡張理由や必要性を確認する等、
必要項目の取捨選択に多大な労力を要した。カス
タマイズは自治体にとっても費用面の苦労がある
だろうが、IT ベンダー社内でも SE と営業の間で
見積もりの算定で労力を要し、従来のように自治
体に言われるままにカスタマイズを行うことは、
IT ベンダーにとっても負債の先送りであると痛
感した。 
 しかし、今回のシステム更新業務において、IT
ベンダーの社内で標準と定めているデータ構造に
置き換えることで、Ａ市への対応が次の 3 点にお
いて改善された。 
 1 点目は、今後の見積もり段階で既存のカスタ
マイズ工数を考慮する必要が無くなったことであ
る。2 点目は、標準のパッケージシステムの知識
のみに詳しくＡ市仕様のカスタマイズには疎いヘ
ルプデスクでもＡ市からの電話による相談に対応
できるようになったことである。特に固定資産税
課税システムは複雑なので相談の頻度が他のシス
テムより多い上に、カスタマイズ内容に精通して
いる技術者は少数であったため、従来はヘルプデ
スクがほとんど機能していなかった。3 点目はＡ
市用にカスタマイズされた手順書を作成する必要
がなくなったことである。 
 さらに、今回のＡ市における住民情報システム
更新について固定資産税課税システムを用いる原
課職員から得た主な意見は次の 3点である。 
1 点目は、汎用版システムの手順書を業務に役立
てられるようになったことである。従来のシステ
ム更新時はカスタマイズ箇所の追記文書が必要で
あったため、実務経験に基づいて各職員が独自に
手順書を作成した結果、業務手順にばらつきが生
じるという問題が解決された。2 点目は、新シス
テムに使い慣れるにつれ、その合理性を実感する
ようになり、昔の手順にこだわり続けていた旧シ
ステムの無駄な箇所が体感できるようになったこ
とである。3 点目は、納税義務者に送付する帳票
のデザインが約 20 年ぶりに変更され、帳票を変更
した初年度は納税義務者からの苦情が多いことが
予想されていたが、実際に得た感想の多くは「税
額など重要な項目が、理解し易い並び順になっ
た。」、「従来、根拠法令が小さい字で列挙されてい
て見づらかったが、重要事項のみが大きい文字で
表示されるようになり、分かり易くなった。」、「納
付書のレイアウトが若干変わったが、納付できる
場所が従来の銀行・コンビニエンスストアだけで
なく、郵便局でも納付できるようになって便利
だ。」等の実用性向上による好意的な意見であった。 
 以上のように、Ａ市における直近の住民情報シ
ステムの更新は、自治体クラウドとはシステム構
成が異なるものの、Ａ市の業務を新規情報システ
ムが提供する標準的な処理手順とデータ構造、帳
票に合わせることでコスト削減と市民サービスの
向上を同時に成立させた例として用いることがで
きる。この事例を参考にして次項から固定資産税
課税システムを自治体クラウドに適合させるため
の提案を行う。 
 
7.2.1 実務手順の統一化 
 自治体クラウドで提唱されている都道府県単位
で共通化された住民情報システムを用いるために
は、自治体ごとに異なる評価実務手順を統一化さ
せることが必要である。 
 その上で自治体クラウドを複数の自治体が共同
利用することは固定資産評価の不均衡を払拭する
面からも大きな意義がある。なぜなら近年、住民
がインターネットを用いて全国の固定資産税路線
価を比較することが可能になった等の理由から、
地方自治体には住民に対して、従来以上に十分な
説明責任を果たすことが求められ、都道府県単位
や全国規模での固定資産評価の不均衡を解消する
ことが急務となっているからである。 
 固定資産評価基準及びそれに基づいた自治体の
評価実務は、3 年に 1 度の評価替え年度のみ全面
的な変更が可能である。 
 そのため、評価替え年度ごとに近隣自治体間で
実務手順の擦り合わせを行い、自治体ごとの差異
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 を、共通化されたシステム上のパラメータ変更で
対処できる程度まで減らすことが望ましい。それ
でもなお課税計算式等で共通化が困難な箇所があ
る場合、別途費用が必要であるが「平成の市町村
大合併」時のシステム統合1314のように、例外処
理用の連携プログラムを追加調達し、自治体クラ
ウドであれば LGWAN-ASP として導入することで対
処が可能である。 
 これら手順の統一化には自治体クラウド実証事
業と同様に、既存自治体の実務手順に合わせるの
でなく、都道府県が主導して新規に実務手順を定
めることが参加自治体の同意を得るために重要で
ある。 
 
7.2.2 データ構造の統一化 
 固定資産税課税システムのデータ構造は、複雑
な上に自治体ごとの事情により独自拡張された経
緯があるため、現行システムのデータ構造を新し
い固定資産税課税システム上で用いるには、自治
体ごとに異なる複雑なデータ変換プログラムが必
要であることが、データ構造共通化の足枷となっ
ている。また、新システムの仕様が確定するまで
データ変換プログラムを作成できない問題も存在
する。 
 そこで、図 7-1 のような総務省が自治体クラウ
ド推進に向け提唱する、中間標準レイアウトを用
いたデータ移行の積極的な活用を提案する。 
 総務省が提案している固定資産税システムの中
間標準レイアウト自体を国内標準のデータ構造と
し、現行システムから都道府県単位の共通化され
たシステムへの移行に際し、各自治体は中間標準
レイアウトへの変換プログラムを IT ベンダーに
作成させて活用する。 
 中間標準レイアウト活用のメリットは主に 2 点
挙げられる。1 点目は、中間標準レイアウトを国
内標準として IT ベンダーに普及させることで、変
換先フォーマットの習熟に必要な時間と労力を減
少できることである。２点目は、中間標準レイア
ウトから都道府県単位で共通化されたシステムへ
のデータ変換には、同一プログラムを複数の自治
体で共用できるので、自治体ごとにデータ変換プ
ログラムを発注するよりもコスト削減が見込まれ
ることである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-1: 出典 総務省「自治体クラウド推進に向け 
た主な取組(案)」15  
 
 現段階で総務省が提案している中間レイアウト
は、項目を結合して減らす方向で検討されている
が、情報システム更新時におけるデータ変更業務
の経験が豊富な IT ベンダーや自治体職員からは、
極力細分化されたデータ構造を中間標準レイアウ
トとして定め、中間標準レイアウト作成時に既存
データのフィールドを必要に応じて分割し、新シ
ステムへの移行時に最適な状態に結合させるべき
との意見が多く挙げられている。 
 
7.2.3 評価機材の統一化 
 評価機材の統一化には、紙媒体と GIS に代表さ
れる電算システムに分けて統一化を提案する。 
まず、紙媒体を用いる実務手順の統一化が果たさ
れることによって、紙媒体である現地調査票や評
価調書を精査・統一することが可能となる。紙媒
体の記載内容や大きさが都道府県単位で統一化さ
れれば、自治体ごとの評価項目の均質化と評価能
力の底上げが見込まれる。また単一帳票を大量一
括発注することにより調達コストを削減すること
ができる。 
 電算システムに関しては、GIS 等の住民情報シ
ステムとは別分野で発達した情報システムを固定
資産の評価に用いる自治体は急激に増加している
が、その運用体制は自治体ごとに大きく異なって
いる。一般的な自治体向け GIS では、レイヤー構
造は米国 ESRI 社が提唱したシェープファイル
(Shape File)形式で保持されているが、精度や更
新頻度が異なっている。また、同一 ITベンダー製
の GIS を固定資産税課税用に使用している自治体
であっても、地番配置図などのデータ更新業務を、
即時性とコスト削減を目的として自治体職員が行
っている自治体と全面的に IT ベンダーに委託し
ている自治体に分かれる。 
 これらの固定資産税課税に用いる GIS を LGWAN
20
 上に構築し、自治体間で共用することで、割り勘
効果によるコスト削減と GIS 活用の高度化及び均
質化の並立が可能となる。 
 GIS では航空写真等の大容量データを多数使用
するため、LGWAN への負荷が懸念されるが、前述
のように多くの都道府県で LGWAN 回線を用いた
VOD サービスの実証実験が問題なく終了し、回線
には容量・速度ともに余裕があることが判明して
おり、Ａ市のある奈良県内における LGWAN を包含
する大和路情報ハイウェイの回線能力でも GIS の
共同利用は実現可能である。 
 航空写真を GIS のレイヤーとして共同利活用す
るための課題として、自治体ごとに撮影頻度や撮
影を行う季節が異なることが挙げられるが、最近
では隣接自治体が共同で航空写真の撮影を実施し
てコストを抑える方式が盛んに採用され、さらに
広域航空写真撮影の許認可権を持つ国土地理院の
近畿地方測量部が、複数の奈良県内自治体と航空
写真を共同撮影することによるコスト削減と画質
の均質化を提案していることも、GIS 共通化の追
い風となっている。 
 上記の GIS 共通化が自治体クラウドと共に
LGWAN 上で実現されれば、行政界を越えた固定資
産の評価や比較が、財団法人資産評価システム研
究センターの「全国地価マップ」16で公開されて
いる路線価以外の項目でも容易に行えるようにな
るため、GIS 共通化の意義は大きい。 
 
8. 固定資産税課税システムに関する共通化提
案の応用に関する考察 
 前章で述べた実務手順・データ構造・評価機材
の統一化は、他の自治体情報システムを共通化す
る際にも応用できる。 
 地域の独自性を重視しない業務の手順を統一す
ることは、業務手順の無駄を見直す契機となり、
自治体間の人事交流を容易に行うことの一助とな
る。手順統一の際に国や都道府県並びに自治体首
長が目的を共有することにより、自治体間で足並
みを揃えて、法律や条例の改正を必要に応じて迅
速に進めることができる。 
 また、データ構造や機材の統一化は、表 2-2 で
情報提供サービスに分類される図書館システムや
電子図書サービス、まち作り支援/都市基盤管理シ
ステムの規格統一による普及促進にも効果が見込
まれる。 
 前者の、図書館システムは少数の民間 IT ベンダ
ーによる寡占状態の現状であるためコストが高止
まりしている。そこで、オープンソースソフトウ
ェア(Open Source Software: OSS)で図書館の蔵書
検索や貸し出しサービスに関する情報システムを
統一することにより、住民サービスの全国的な高
品質化と低コスト化の可能性を見出すことができ
る。電子図書の分野では規格を統一することでコ
ンテンツと閲覧端末の双方の普及率を高めること
ができる。 
 後者においては、行政界を越えた大規模なまち
作り計画に対応し、迅速に適切な都市開発を推進
するためには、7.2.3 で述べたように複数の自治
体間で連動する統合型 GIS を構築し、開発図書管
理や建築確認、土木積算に用いるレイヤーを統合
型 GIS 上で共同活用することが効果的である。自
治体向け GIS も図書館システムと同様に民間 IT
ベンダーによる寡占状態に起因するコストの高止
まり状態が恒常化している上、自治体によっては
内部事情により IT ベンダーを用途別に複数契約
し、余計な経費が必要となっている。これらの現
状を打開するために、全国的に共通化された GIS
を連動させて運用する場合、図書館システム同様
にコスト面で有利な OSS を採用できる可能性が高
まる。 
 現状では OSS の自治体情報システムへの主な導
入例はOffice suiteや Linuxサーバ程度に止まっ
ている。なぜなら OSS は、単独の自治体による運
用では IT ベンダー製ソフトウェアよりも法改正
への対応にかかる費用が高くなる場合がある上、
ソフトウェアの不具合への対処は自己責任的な色
合いが強いためである。しかし、国や都道府県単
位で自治体情報システムの法改正への対応と不具
合発生時の対応に関する責任の所在を明確にすれ
ば、安定稼働と低コストを両立させた OSS による
自治体情報システムの構築と複数の自治体による
共同利用の実現可能性が高まる。 
 
9. おわりに 
 以上のように、既存の自治体情報システムの分
析と、自治体クラウドによる住民情報システム共
通化実証事業やＡ市における情報システム更新に
携わった人物に対する聴き取り調査に基づいて、
住民情報システムの共通化を推進するための提案
を行った。 
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 自治体に対して予算及び職員数の削減と同時に、
ワンストップサービスやコンビニエンスストアで
の証明書発行、遠隔地からの電子申請に代表され
る市民サービスの高度化という、相反する要求が
同時に求められている。その実現には情報システ
ムの更なる改善と活用が必要である。 
 情報システムが進化する速度は従来以上に高ま
っており、全国的に自治体クラウドが導入される
頃には、現段階では想像もつかない形態の情報シ
ステムが脚光を浴びている可能性さえある。 
 現時点での自治体情報システムについて可能な
限りの調査・研究を行った本論文の成果が、厳し
い地方自治体運営の一助になれば幸いである。 
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